
仕　様　書

発注者は、消防法（昭和２３年法律第１８６号）その他関係法令に基づき、消防用設備保守点検業務（以下「業務」という。）を、受注者に次のとおり業務を委託する。
１　消防用設備の種類は、別紙のとおりとする。
２　業務の内容は次のとおりとする。
(1) 消防法第１７条の３の３に基づく施設の消防用設備の点検を行い、その結果を報告する。
	区　　　分
	点　検　項　目

	
	　作動点検、外観点検、機能点検、総合点検

	６か月点検
	　作動点検、外観点検、機能点検


(2) 前号の業務に付随して、次に掲げる部品等の取替え、充填及び調整を行う。
　　ア　保守用部品
　　　　電球、ヒューズ、ビス、ゴムパッキン、スイッチ、保護ガラス、保護タイヤ等
　　イ　詰替薬剤等
　　　　放射テスト用の泡もしくは粉末薬剤（ボンベを含む。）、封印

３　受注者は、業務の実施にあたり事前に発注者と協議して業務の日時、作業方法等を決定するものとする。
４　受注者は、当該設備の故障等により発注者から連絡があったときは、直ちに従業員を派遣し、点検及び調整を行わなければならない。
５　報告事項、検査完了期日（期限）等
（1)  受注者は、消防用設備の点検にあたり消防法に基づく有資格者を従事させることとし、あらかじめ発注者に対し、現場責任者及び従業員の氏名を報告するものとする。　
(2)  委託契約約款第１２条第１項に定める委託業務実施報告書の提出期限は、業務が完了した日の翌日から起算して１０日目までに、所定の様式及び施工写真を添えて、発注者に提出するものとする。また、発注者による検査完了期日（期限）は、業務が完了した日の翌日から起算して１９日目（ただし、実施報告書を受領した日の翌日から起算して９日目に当たる日が早く到来する場合は、当該日）とする。ただし、これらの日が３月３１日を越える場合は、３月３１日とする。
６　受注者は、労働関係諸法規を遵守して業務を履行するとともに、従業員に関する労働法規上の責任はすべて負わなければならない。
７　受注者は、業務を実施するにあたり施設が公共施設であることを認識して、適正に業務を履行しなければならない。
８　発注者が必要と認めるときは、受注者に対して業務の処理状況について調査し、又は報告を求めることができる。

９　この契約に定めるもののほか、必要な事項については、発注者・受注者協議のうえ決定するものとする。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　別　紙
	設　備　名
	機　器　名
	数　量

	消火器
	小型　粉末　蓄圧式
	84本

	
	小型　粉末　ガス加圧式
	0本

	
	小型　機械泡　蓄圧式
	3本

	
	小型　強化液　蓄圧式
	12本

	粉末消火設備
（移動式）
	粉末消火設備
	30基

	
	作動試験
	１式

	
	窒素ガス放出試験
	１式

	自動火災報知設備

	受信機　5/5Ｌ、2/3Ｌ、11/15Ｌ、1/5Ｌ
	4式

	
	差動式スポット型感知器
	131個

	
	定温式スポット型感知器
	18個

	
	煙感知器
	4個

	
	発信機
	19台

	
	地区音響装置
	19台

	
	常用電源
	4式

	
	非常電源
	4式

	非常警報設備

	操作装置
	7台

	
	起動用装置
	7台

	
	音響装置
	7台

	
	表示灯
	7台

	誘導灯
	誘導灯
	40台

	
	誘導標識
	35台












